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１ 問 題 の 所 在

今日，日本は人口減少時代を迎え，都市開発もかつてのような外延的な郊外

開発が見直される時代に入ってきている。都市の中心部に機能を集め，高密度

で居住することの利点を説くコンパクトシティの概念が日本にも導入された

（海道，２００１：海道，２００７）。政策的にも，集約的な都市構造の実現が提唱され

始めている（広原・高田・角野・成田編，２０１０，P．４８～５０参照）。

そうした中で，郊外の一戸建て持ち家に居住するのがふつうと考えられてい

る地方都市にあっては，その住民に街なか居住への志向性が存在するのであろ

うか。あるとしたら，どのような層にあるのであろうか。また，それはどのよ

うな理由から街なか居住を志向しているのであろうか。このような疑問に応え

るべく，地方都市の１つの典型と考えられた愛媛県の県庁所在地である松山市

において，２００７年１１月に，無作為抽出によって選んだ市民を対象に，調査票

を用いた郵送調査を行った。１）

調査では，理想とする居住地はどこか，居住地を選択する際にどのような要

素を重視するかなどを尋ねた。その回答結果を分析すると，理想の居住地とし

て街なかを選好する人々は，７０代女性，２０代女性に多かった。この若年女性

と高齢女性が，街なか居住への志向性が比較的強い層なのだと考えられた。

地方都市在住の高齢女性において，街なか居住への潜在的欲求が強まってき

ているのはなぜだろうか。まず女性は，通常，購買活動などの家庭内の日常的



な業務を担うことが多いと思われる。それゆえ居住地選択の際，女性は買い物

や移動に関する利便性を，男性よりも重視する傾向が生じると考えられる。さ

らに，高齢女性となると，移動に制約や困難がともなう例も増加してくるであ

ろう。そのため，日常的な移動や購買活動の利便性などの点から，街なか志向

が生じてきているものと考えられた。地方都市の街なかは，公共交通機関が機

能していたり，病院その他の施設との近接という条件を充たしている。地方都

市在住の高齢女性の日常生活上の利便性への欲求から生じていると考えられる

街なか居住への選好を，「地方都市型街なか居住志向」と名づけてみた。

一方，松山調査では，他の年代と比較して２０代女性でも街なか居住を理想

とする人の比率が高かった。２０代女性は，中心商店街への来街頻度が高い層

が最も多く，中心商店街への行政支援にも賛成の者の比率が最も高かった。県

庁所在都市水準の地方都市では，２０代女性がその中心部に足を運び，その街

を支持している層なのだということが，かいまみえた。他の要素ももちろん複

合してはいるであろうが，このような消費面での魅力が１つの要素となって，

地方都市在住の若年女性層の街なか居住志向につながっていると考えられた。

それゆえ，一定規模を有する地方都市に居住する若い女性の間に生じている街

なか居住への選好を，「都市消費型街なか居住志向」と呼んでみた。

以上のような知見は，松山市の調査から得られたものである。このことが，

他の都市へも一般化ができるものなのであろうか。そのような新たな問いの

下，松山市と同じ愛媛県下の自治体で，同一の質問文を用いて，理想の居住地

に関して意識調査を行ってみた。調査の対象とした地方都市は，人口１０万人

前後の瀬戸内海沿岸の工業都市である西条市と四国中央市，人口約５万人の地

方小都市の大洲市である。これら３都市に加えて，２００５年国勢調査で高齢化

率が３０％を超えていた愛媛県下の７自治体の住民に対しても，比較のため調

査を行っている。松山市調査を含め，これら５つの調査の結果から見えてきた

ことについて，以下に論じていきたい。
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２ 調 査 の 概 要

理想の居住地に関する質問は，愛媛県松山市・西条市・四国中央市・大洲市

の各都市で行った意識調査の中で試みた。また過疎地域調査として，２００５年

国勢調査で高齢化率３０％以上の自治体（西予市・上島町・久万高原町・内子

町・鬼北町・松野町・伊方町）において住民意識調査を行った。その際にも，

同じ質問文を加えた。以下に，それぞれの調査の概要を示すこととする。

図１ 愛媛県市町村図
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松山市調査は，松山市の２０歳以上の男女を対象に行った。調査期間は，２００７

年１１月１５日～１１月３０日の間で，調査方法には郵送法を用いた。調査対象者

は，選挙人名簿から系統標本抽出で選出した２，５００人で，有効回答数は７７１票

（回収率３０．８％）であった。

西条市調査は，選挙人名簿より系統標本抽出した西条市に居住する２０歳以

上の男女１，５００名を対象に行った。調査期間は２０１０年９月８日～９月２１日で，

郵送調査にて行われた。返送された調査票のうち，有効票は６１６票（回収率

４１．１％）であった。

四国中央市調査は，選挙人名簿より系統標本抽出した四国中央市に居住する

２０歳以上の男女１，５００名を対象に行った。調査期間は２０１１年１０月７日～１０

月２４日で，郵送調査にて行われた。返送された調査票のうち，有効票は６３５

票（回収率４２．３％）であった。

大洲市調査は，大洲市の選挙人名簿より系統標本抽出した２０歳以上の男女

１，５００名を対象に行った。調査期間は２００９年７月１０日～７月３１日の間に行っ

た。調査方法は郵送調査で行い，６５５票の有効回答を得ることができた（回収

率４３．６％）。

過疎地域調査は，２００５年度の国勢調査において，愛媛県内で高齢化率３０％

を超えていた西予市，上島町，久万高原町，内子町，鬼北町，松野町，伊方町

有権者数 標本数

西 予 市 ３７，５８９ ５９８

上 島 町 ６，８８６ １０７

久万高原町 ９，３８７ １４７

内 子 町 １６，０７５ ２６０

伊 方 町 １０，４９０ １６４

鬼 北 町 １０，１８６ １６２

松 野 町 ３，９３７ ６２

表１ 過疎地域調査の有権者数（２０１０年）と標本数
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の７つの自治体の有権者を母集団とした。サンプリングは選挙人名簿から系統

標本抽出法を用いて行った。調査が困難であることが多い８０歳以上の有権者

は調査対象外とした。また，各自治体の有権者数に比例させて標本数を割り当

てた。その結果，西予市５９８人，上島町１０７人，久万高原町１４７人，内子町

２６０人，松野町６２人，伊方町１６４人，鬼北町１６２人が抽出され，調査対象者

数は１，５００人となった。調査は，郵送調査によって行った。調査期間は２０１０

年１０月１日～１０月１８日で，７０２票が回収され，回収率は４６．８％であった。

３ 調査対象地域

次に，調査対象地とした松山市・西条市・四国中央市・大洲市および過疎地

域調査として調査を実施した７自治体（西予市・上島町・久万高原町・内子

町・伊方町・鬼北町・松野町）の概要を以下に示すことにする。

愛媛県の県庁所在都市である松山市は，他の多くの県庁所在都市と同様に，

江戸時代の城下町を礎として発展してきた。江戸期には，松山城の南側に武士

の居住地があり，西側から北側にかけて町人地が広がっていたとされる。明治

になって，愛媛県庁や松山市役所が城の西の古町地区から現在の南側に移転し

たのを契機に，ここに官公庁・事業所の集積が進む。同じく城の南側の旧唐人

町には，商店が軒を並べるようになった。このようにして，松山市では主とし

て松山城の南側に中心市街地が形成された。

この松山市では，１９７０年前後にドーナツ化現象が顕在化している。石井，

桑原，余土，生石，雄郡など中心市街地の南側の郊外地域での人口増加が特に

著しく，小学校の教室不足などが問題化していた。逆に，番町，八坂，東雲と

いった中心市街地では人口減少が急速に進んだ。中心部３地区合計の人口をみ

ると，１９６０年を１とした場合，１９７０年で０．７７，１９８０年で０．５６，１９９０年には

０．４３と半分以下に減少している。一方で，２０００年以降，松山市では分譲型の

集合住宅の建設が相次ぐ現象が生じた。その多くが旧市域の中心部に建設され

ている。このようなこともあって，中心市街地の人口は，現在では横ばい状態
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に転じてきている。

西条市は，瀬戸内海に面した東予（愛媛県東部）の都市である。東隣には四

国有数の工業都市・新居浜市があり，西にはタオル製造と造船の地場産業の

街・今治市が存在している。南部には石�山系が控えており，高知県と直接，

境を接している。北部は遠浅の海である燧灘に面している。北部に広がる道前

平野は，愛媛県有数の農業地帯を形成している。また市域は，石�山系を源流

とする地下水が豊富なことで知られている。市内各所に地下水の自噴井があ

り，「うちぬき」と呼ばれている。愛媛県内では，この恵まれた水にちなんで，

西条市を「水都」「水の都」と称する向きもある。また，秋の西条祭りは，新

居浜市の太鼓台祭りと並んで，四国を代表する祭りの１つである。

西条市は，１９４１年に，西条町と近隣の飯岡村・神戸村・橘村・氷見町が合

併し，市制が施行されて誕生した。さらに戦後の「昭和の大合併」では，南隣

の山間部の大保木村・加茂村などを編入した。１９６４年，西条市を含む東予一

帯が新産業都市に指定された。西条市は，臨海工業地帯造成を，市の政策とし

て推進していく。製造品出荷額をみてみると，１９６０年代，７０年代の段階では，

隣接する工都・新居浜市に大きく遅れをとっていた。しかし８０年代に入る

と，西条市には工場進出が相次ぎ，製造品出荷額で新居浜市を急速に追い上げ

ていく。２００４年，西条市・東予市・丹原町・小松町の２市２町が新設合併し，

新西条市が誕生した。人口は１１万６千人を超え，市域は５０９km２あまりに広

がった。２００５年以降は，自治体合併の効果もあり，新居浜市を上回る製造品

出荷額を記録し，西条市は四国有数の工業都市の地位を占めるに至っている。

また西条市は，２００８年７月，中心市街地活性化基本計画の認定を国から得て

いる。しかし，中心商店街の中核店舗である大屋が閉店するなど，中心部の空

洞化は止んでいない。

四国中央市は，愛媛県の宇摩地方の４市町村が合併してできた市である。宇

摩地方は，愛媛県の最東端に位置する。南に法皇山脈がそびえ，北は瀬戸内海

の燧灘に面している。平野部が狭小のため，山地から海に向かって「やまじ」
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と呼ばれる局地風が吹きおろすことで有名である。明治に入って，１８７８年（明

治１１年）に郡区町村編成法が施行されると，愛媛県は１８郡に編成され，その

１つとして宇摩郡が設置された。戦後の合併推進の流れの中で，宇摩郡東部

は，川之江町・金生町・上分町・妻鳥村・金田村・川滝村が合併し川之江市と

なった。西部では，三島町・寒川町・松柏村・豊岡村・富郷村・金砂村が合併

して伊予三島市が成立した。この両市と土居町，新宮村，別子山村とを合わ

せ，宇摩郡は２市１町２村に再編されることとなった。

伊予三島市と川之江市は，人口規模もほぼ同じ（４万人弱）で，主力となる

産業も製紙業ということで，よく似た自治体であった。政府と愛媛県が強力に

推進した「平成の大合併」によって，２００４年４月，伊予三島市・川之江市・

土居町・新宮村が新設合併し，四国中央市となった。四国全体からみれば，宇

摩地方は高速道路の高松自動車道，松山自動車道，徳島自動車道，高知自動車

道が結節する場所にあたり，四国の４大都市のどこへ行くのにも便がよい中心

的な位置となる。そこで，将来的に道州制が導入された際には，州庁を誘致し

ようという意向が，宇摩の政財界に生まれた。そのような意図と将来構想を含

めて，新市名には「四国中央市」が採用された。

大洲市は，松山市から西へ５０kmほど行ったところにある人口５万人程度の

小都市である。市の中心部は，瀬戸内海から１０数キロ内陸に入った盆地にあ

る。盆地の中を肱川が流れ，市街地を南北に分断している。そのため，肱川の

北側を肱北，南側を肱南と称す。肱南地区に大洲市の市役所を始めとする公共

機関が多く存在している。また，旧来の街なみが残る地域があり，大洲城も再

建されている。肱北地区には JRの伊予大洲駅や大型商業施設があり，市への

玄関口となっている。大洲市は，古い街なみがあり，また盆地状の土地である

ため，「伊予の小京都」と呼ばれてきた。

大洲市は第１次産業中心の南予地方（愛媛県西南部）のなかでも，とりわけ

製造業が未発達の地域であった。１９６０年代に入ってもその姿にかわりはなく，

製造品出荷額でみたとき，八幡浜市の後塵を拝していた。１９６０年代後半以降，
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市は積極的な工場誘致にのりだした。その中でも，特に大洲地方に多くの雇用

をもたらしたのが松下寿電子工業（現在は社名変更してパナソニック四国エレ

クトロニクス）であった。松下寿は，暖房機器や映像機器，情報機器の開発，

生産，販売を手がけてきた。この松下寿が，１９７３年に大洲事業所の操業を開

始した。それ以降，大洲市の製造品出荷額は急速に伸びていくことになる。減

少傾向にあった人口も下げ止まることになった。しかし松下寿は，２００５年に

大洲事業所の従業員数を半分に減らす縮小を実行し，さらに２００９年１０月には

閉鎖するに至る。大洲地区の製造業の先導役だった工場がなくなり，折からの

不況も重なり，この地域の雇用環境や市財政への影響が懸念されている。こう

した状況下，２００５年に肱川流域の１市２町１村が合併し，新大洲市が成立し

ている。また，大洲市では市中心部に存在する観光資源を活かすべく景観保護

を進めている。

次に，過疎地域調査の対象となった７自治体の概要を述べたい。西予市は，

２００４年４月１日，東宇和郡の明浜町・宇和町・野村町・城川町および西宇和郡

三瓶町の５町が合併して生まれた。海岸部から高原地帯まで変化に富んだ地を

含む自治体となり，総面積は５１４．７９km２となった。そのうち７５％を山林が占め

ている。交通面では，合併と同年の２００４年４月に四国横断自動車道・西予宇

和インターチェンジが開通し，松山への所要時間も１時間程度にまで短縮され

た。また，旧宇和町卯之町地区は，藩政時代に在郷町，宿場町として栄えた歴

史があり，２００９年１２月８日付けで，全国で８６番目の重要伝統的建造物群保

存地区に選定され，街並み保存が進められている。しかし，もともと産業集積

に乏しい自治体同士の合併で，人口減少や地域の衰退が進んでいる。

上島町は，愛媛県の東北部，広島県境に位置し，瀬戸内海のほぼ中央に浮か

ぶ島々から成る自治体である。面積は３０．４１km２となっている。この地域は，

江戸時代は松山藩・今治藩に属し，瀬戸内海の航路の要衡であったため，商業

や廻船業で栄えたという。また，製塩業が盛んであった時期もある。現在は，

造船業の発達にともない，その中心地である広島県尾道市因島との結びつきが
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強い。産業別就業率は，２００５年の時点で，第１次産業１２．０％，第２次産業

３８．０％，第３次産業５０．０％となっている。上島町は２００４年１０月１日に，弓

削町・生名村・岩城村・魚島村の１町３村が合併し成立した。同じ島嶼部で

も，本四連絡橋で旧今治市と結ばれていた大三島町・上浦町・伯方町・宮窪

町・吉海町などが旧今治市との合併を選んだのに対し，上島地域の４町村は独

自の道を選択した。

内子町は，愛媛県のほぼ中央部に位置しており，松山市から西へ約４０kmの

地点にある。２００５年１月に内子町・五十崎町・小田町の３町が合併して新内

子町となっている。町の中央部には，肱川の支流である小田川が流れている。

総面積は２９９．５km２である。内子地域は江戸から明治時代にかけ，木�と和紙

の生産地として栄えていた。中でも木�は八日市地区で盛んに生産されてい

た。１９７２年から内子町八日市地区を中心とした歴史的な町並み保存の取り組

みが始まり，同地区は１９８２年に国の重要伝統的建造物群保存地区に指定され

た。現在，内子町はこの景観を活かしたまちづくりで，全国的に知られるよう

になっている。また，内子町と農協，商工会，町民有志により設立された第３

セクター「からり」も，地域活性化の成功事例として取り上げられることが増

えている。２）このような取り組みにもかかわらず，人口減少に歯止めがかからな

いのが現状である。

久万高原町は，２００４年８月に久万町・面河村・美川村・柳谷村の上浮穴郡

４町村が合併してできた町である。愛媛県のほぼ中央部に位置し，高知県と境

を接している。土佐湾へ流れ込む仁淀川の上流域にあたり，仁淀川から分岐し

た面河川，久万川が町内を流れている。総面積は５８４km２で，愛媛県内で最大

の面積をもつ自治体でもある。町内の大半が森林で占められている。かつては，

この樹林地によって林業が盛んであった。また現在も，木材を利用して家具な

どの製品も作られている。しかし，高齢化率は４０％を超え，愛媛県内の中で

最も高齢化の進んだ自治体となっている。

伊方町は，２００５年４月，西宇和郡伊方町・瀬戸町・三崎町が合併して成立
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した。佐田岬半島の基部から先端にかけての地域であり，全体が細長い形をし

ている。半島の北側は瀬戸内海に，南側は宇和海に面している。総面積は９４．３９

km２である。江戸時代は宇和島藩領であった。この地には，四国唯一の原子力

発電所がある。１９７７年９月３０日に，四国電力伊方原子力発電所１号機が運転

を開始し，現在３号機まで存在する。「平成の大合併」では，愛媛県から示さ

れた八幡浜市を含む大合併案を拒絶した。これは，原子力発電所から生じる税

収が，人口規模の大きな八幡浜地域のために使われるようになってしまうとい

う懸念からであった。現在の伊方町財政は，人口が少ない割に税収が潤沢であ

るとされる。しかし，原発からあがる固定資産税は，今後，長期的には低減し

ていくと予想される。また原発の立地でも，人口減少を食い止めることはでき

ずにいる。漁業では，佐田岬半島先端部の三崎に揚がるアジ・サバを「岬アジ」

「岬サバ」として地域ブランド化しようとする試みが進められている。

鬼北町は愛媛県南西部に位置し，旧広見町・旧日吉村の１町１村が２００５年

１月に合併して成立した町である。当初は，同じ鬼北地域に属する松野町を含

総人口（人） 高齢化率（％）

松 山 市 ５１６，２０７ ２１．５２

西 条 市 １１５，５９７ ２６．０９

四国中央市 ９２，９７４ ２５．３５

大 洲 市 ４８，９７０ ２９．０３

西 予 市 ４３，７８９ ３５．８４

上 島 町 ７，９０４ ３７．６３

久万高原町 １０，４１１ ４３．１３

内 子 町 １９，０７２ ３３．４１

伊 方 町 １１，７５４ ３８．１９

鬼 北 町 １２，０３０ ３６．７７

松 野 町 ４，５２１ ３６．４８

表２ 調査対象自治体の総人口および高齢化率（２０１０年度）

出所）愛媛県庁公式ホームページ
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む枠組みでの合併が目指された。しかし，松野町側が合併を見送ったため，２

町村での合併となった。総面積は２４１．８７km２で，高知県と境を接している。愛

媛県内では，雉が特産品として知られている。しかし，農業以外にこれといっ

た産業もなく過疎化が進行中である。

愛媛県西南部の北宇和郡の東部に位置する松野町は，１９５５年３月，松丸

町・吉野生村が合併して発足した。松丸地域は，江戸時代は松丸街道沿いの宿

場町であった。面積は９８．５km２である。そのうち６０％が山地で占められてい

る。農作物としては桃が特産品となっている。また近年では，ホテル，水族館

など，独自の観光開発を進めた。松野町は「平成の大合併」では，当初，鬼北

地域（広見町・日吉村）との合併協議会に加わっていた。しかし，町民および

町議会が，宇和島市との合併を望む派と鬼北地域合併を推進しようとする派に

分裂していたため，合併協議会から離脱することになる。その結果，松野町は

単独で行政を維持していくことになった。２０１０年時点で人口は４，３７６人であ

り，愛媛県内最小の人口規模の自治体となっている。

４ 地方都市における街なか居住志向

まず，それぞれの地域の住民が，現在の居住地域に住み続けたいと思ってい

るのか，永住意志の程度からみていきたい。西条市・四国中央市・大洲市の各

調査では，「今後も○○市に暮らし続けたいですか」という質問文を用い，「ぜ

ひ暮らし続けたい」「暮らし続けたい」「どちらかといえば暮らし続けたい」「あ

まり暮らし続けたくない」「暮らし続けたくない」の５段尺度で回答を得てい

る。過疎地域調査は質問文が異なり，「あなたは今後も現在お住まいの地域で

暮らしたいと思いますか，思いませんか」と尋ねた。選択肢は「思う」「どち

らかといえば思う」「どちらかといえば思わない」「思わない」の４段尺度であっ

た。なお，松山市調査では永住意志を問う質問は行っていない。

表３にみられるように，どの地域においても，「暮らし続けたくない」「あま

り暮らし続けたくない」の合計は１０％程度に留まっている。その意味で，ど
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のような地域であっても，そこに住む人々の永住意志はきわめて高いといえ

る。これは，地方なので，転出の意志を持っている人の多くがすでに他出して

しまっているという事情もあると思われる。その中で，西条市において「ぜひ

暮らし続けたい」と回答した人の比率が３割近いことが目をひく。

それでは，地方の住民は，どのような地域を理想の居住地と考えているのか

をみてみよう。すべての調査で，「理想のお住まいの場所は，どのような地域

でしょうか。あなたの理想に最も近いものを１つお選びください」という共通

の質問を行っている。選択肢は，「店舗や公共機関が集まっている都心部」「閑

静な住宅専用地域」「幹線道路に近い都市近郊地域」「自然がゆたかな田園地帯」

の４つを用意した。「店舗や公共機関が集まっている都心部」は，もちろん中

心市街地を想定した選択肢である。「閑静な住宅専用地域」は，中心市街地の

外延に広がる一戸建て住宅地域を念頭においた選択肢である。「幹線道路に近

い都市近郊地域」は，幹線道路沿いに大型商業施設が立地しているような郊外

の住宅地を意図した。「自然がゆたかな田園地帯」は，周辺の農村地帯という

意味である。結果を表４に示した。

理想の居住地に関する各市の単純集計をみてみると，松山市は，「閑静な住

宅専用地域」を選択した人の比率が最も高く３２．４％と，全体の３分の１近く

を占めた。次いで「幹線道路に近い都市近郊地域」が２６．８％であった。西条

西条市 四国中央市 大洲市 過疎地域

ぜひ暮らし続けたい １８１（ ２９．４） １２５（ １９．７） １４２（ ２１．７） ――――

暮らし続けたい ２９２（ ４７．３） ２８７（ ４５．２） ３１７（ ４８．４） ４４７（ ６３．７）

どちらかといえば暮らし続けたい ７７（ １２．５） １４９（ ２３．５） １１２（ １７．１） １５５（ ２２．１）

あまり暮らし続けたくない ４３（ ７．０） ５８（ ９．１） ６９（ １０．５） ６７（ ９．５）

暮らし続けたくない １４（ ２．３） １４（ ２．２） １１（ １．７） ２９（ ４．１）

無回答 ２（ ０．３） ２（ ０．３） ４（ ０．６） ４（ ０．６）

計 ６１６（１００．０） ６３５（１００．０） ６５５（１００．０） ７０２（１００．０）

表３ 永住意志：人（％）
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市・四国中央市・大洲市といった地方中小都市になると，「自然がゆたかな田

園地帯」を選択する人の比率が高まる。３市とも，これが４割程度を占め，田

園志向が強くなる。そして，「閑静な住宅専用地域」「幹線道路に近い都市近郊

地域」という，街なかと農村地帯の中間的な居住形態を選択する比率が減少す

る。そして３市とも，「店舗や公共機関が集まっている都心部」を選択した人

の比率は，松山市と同程度か，むしろやや多いぐらいなので，街なかと田園地

帯とに，理想の居住地が２極分化する傾向がみられる。

過疎地域では，地方中小都市の居住者よりも，さらに「閑静な住宅専用地域」

「幹線道路に近い都市近郊地域」という中間的な回答が減少する。そして，「自

然がゆたかな田園地帯」という回答が約５５％と，全体の半分を超える。

松山市の行政区分では，松山城周辺の旧来の市域を本庁区と呼んでいる。松

山市を小学校区で，この本庁区（中心部）と，本庁区に隣接する地域（近郊地

域），それ以外の周辺地帯（周辺部）に分け，それと理想の居住地との関連を

みてみた（表５参照）。カイ２乗検定の結果，５％水準で有意であり，関連が

みられた。中心部から近郊地域，周辺部と，順に街なか居住を志向する人の比

率が減少していった。実際に街なかに近いところに居住している人の方が，街

なか志向の人が多いということであった。この傾向は，他の都市でもみられる

であろうか。

松山市 西条市 四国中央市 大洲市 過疎地域

中心部 １３２（ １７．１） １３６（ ２２．１） １４３（ ２２．５） １２４（ １８．９） １１９（ １７．０）

住宅専用地域 ２５０（ ３２．４） １２３（ ２０．０） １５０（ ２３．６） １１７（ １７．９） ８２（ １１．７）

都市近郊地域 ２０５（ ２６．８） ７９（ １２．８） ８４（ １３．２） １０２（ １５．６） ９０（ １２．８）

田園地帯 １６６（ ２１．５） ２６６（ ４３．２） ２３５（ ３７．０） ２７５（ ４２．０） ３８９（ ５５．４）

無回答 １８（ ２．３） １２（ １．９） ２３（ ３．６） ３７（ ５．６） ２２（ ３．１）

計 ７７１（１００．０） ６１６（１００．０） ６３５（１００．０） ６５５（１００．０） ７０２（１００．０）

表４ 理想の居住地（単純集計表）：人（％）
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都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

旧西条市 ８２（２６．７） ７３（２３．８） ４１（１３．４） １１１（３６．２） ３０７

旧東予市 ２９（１７．０） ３０（１７．５） ２３（１３．５） ８９（５２．０） １７１

旧丹原町 １５（２１．４） １２（１７．１） ４（ ５．７） ３９（５５．７） ７０

旧小松町 ８（１７．０） ６（１２．８） １０（２１．３） ２３（４８．９） ４７

計 １３４（２２．５） １２１（２０．３） ７８（１３．１） ２６２（４４．０） ５９５

表６ 西条市の旧自治体×理想の居住地：人（％）

p＜０．０５

西条市民の回答を旧自治体別にクロス集計してみると，カイ２乗検定の結

果，５％水準で有意であった。旧西条市の住民では「都心部」を選ぶ者が２６．７％

で，「田園地帯」を選ぶ者が３６．２％であった。それに対し旧東予市・旧丹原町・

旧小松町では，「都心部」という回答は２割前後，「田園地帯」という回答は半

数程度に達している。旧西条市の居住者の方が，他の地域の居住者と比べてあ

きらかに街なか志向が強く，農村志向が弱いといえる。

四国中央市の場合も，旧自治体とのクロス集計を行うと，カイ２乗検定の結

果，５％水準で有意であった。旧川之江市域の住民において，「都心部」と回

答した者の比率は２９．０％と，松山市中心部の居住者並みになる。「田園地帯」

という回答は，旧川之江市２８．２％，旧伊予三島市３９．６％，旧土居町・旧新宮

村５４．０％と，１０ポイント以上ずつ増加していく。人口規模としては同程度で

あった旧川之江市と旧伊予三島市で，街なか志向に大きな差が出た理由は，

都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

中心部 ２４（２８．９） ２４（２８．９） ２３（２７．７） ６（１４．５） ８３

近郊地域 ４７（２１．５） ８０（３６．５） ５２（２３．７） ４０（１８．３） ２１９

周辺部 ５８（１３．２） １４４（３２．８） １２７（２８．９） １１０（２５．１） ４３９

計 １２９（１７．４） ２４８（３３．５） ２０２（２７．３） １６２（２１．９） ７４１

表５ 松山市の地域×理想の居住地：人（％）

p＜０．０５
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都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

旧川之江市 ６９（２９．０） ６４（２６．９） ３８（１６．０） ６７（２８．２） ２３８

旧伊予三島市 ４６（１９．６） ６５（２７．７） ３１（１３．２） ９３（３９．６） ２３５

旧土居町・新宮村 ２５（２０．２） １９（１５．３） １３（１０．５） ６７（５４．０） １２４

計 １４０（２３．５） １４８（２４．８） ８２（１３．７） ２２７（３８．０） ５９７

表７ 四国中央市の旧自治体×理想の居住地：人（％）

p＜０．０５

都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

旧大洲市肱北 ４９（２７．８） ４５（２５．６） ３２（１８．２） ５０（２８．４） １７６

旧大洲市肱南 １８（２２．２） ２３（２８．４） １０（１２．３） ３０（３７．０） ８１

旧大洲市その他 ２４（１３．１） ２０（１０．９） ３４（１８．６） １０５（５７．４） １８３

旧長浜町 ２３（２１．１） ２１（１９．３） １５（１３．８） ５０（４５．９） １０９

旧肱川町・河辺村 ４（ ８．７） ５（１０．９） ６（１３．０） ３１（６７．４） ４６

計 １１８（１９．８） １１４（１９．２） ９７（１６．３） ２６６（４４．７） ５９５

表８ 大洲市の地域および旧自治体×理想の居住地：人（％）

p＜０．０５

はっきりとはわからない。１つ考えられることは，旧川之江市の市域が比較的

狭く（６９．３７km２）沿岸部に固まっているのに対し，旧伊予三島市の市域はその

３倍近くあり（１８５．１１km２），周辺農山村地域を含んでいるためかもしれない。

大洲市でも，理想の居住地と居住地域との関連をみると，カイ２乗検定の結

果，５％水準で有意であった。旧大洲市の中でも JR伊予大洲駅や駅前に大型

の複合商業施設などがある肱北地区の住民で最も都心部を選択する者が多かっ

た。

このように各都市で，実際に中心市街地ないしはその近くに居住する者の方

において，街なか居住志向の者の比率が高まるという傾向が認められた。

街なか居住志向の地域比較 ３３



都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

男性 ３０（１１．４） ９６（３６．５） ６８（２２．２） ６９（２６．２） ２６３

女性 ９８（２０．４） １５２（３１．７） １３５（２８．１） ９５（１９．８） ４８０

計 １２８（１７．２） ２４８（３３．４） ２０３（２７．３） １６４（２２．１） ７４３

表９ 松山市：性別×理想の居住地：人（％）

p＜０．０１

都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

男性 ４５（１６．８） ６５（２４．３） ３４（１２．７） １２４（４６．３） ２６８

女性 ９１（２７．２） ５８（１７．３） ４５（１３．４） １４１（４２．１） ３３５

計 １３６（２２．６） １２３（２０．４） ７９（１３．１） ２６５（４３．９） ６０３

表１０ 西条市：性別×理想の居住地：人（％）

p＜０．０５

５ 街なか居住志向をもつ層

それでは，松山市のように他の地域でも，理想の居住地と性別との間に関連

がみられるであろうか。松山市では，女性に街なか志向の人の比率が高く，男

性に農村志向の人の比率が高かった。こういった傾向が他の都市・地域にもみ

られるのか検証してみたい。

まず西条市においても，性別と理想の居住地との関連をみると，カイ２乗検

定の結果，５％水準で有意であり，関連がみられた。「都心部」と回答した人

の比率は，女性が２７．２％，男性が１６．８％で，あきらかに女性において街なか

志向が強いということがわかる。

四国中央市でも西条市と同様であった。「都心部」と回答した人の比率は，

女性が２９．９％，男性が１５．７％で，女性において街なか志向の人の比率が高

かった。
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都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

男性 ４０（１４．８） ５７（２１．１） ４７（１７．４） １２６（４６．７） ２７０

女性 ７９（２３．９） ５７（１７．３） ５１（１５．５） １４３（４３．３） ３２０

計 １１９（１９．８） １１４（１９．０） ９８（１６．３） ２６９（４４．８） ６００

表１２ 大洲市：性別×理想の居住地：人（％）

p＜０．０５

大洲市でも，性別と理想の居住地との間には関連がみられた。「都心部」と回

答した人の比率は，女性が２３．９％，男性が１４．８％であった。西条市・四国中

央市と同様に，女性の方が街なか居住志向の者の比率が男性よりも高かった。

しかし，両市と比較すると，街なか居住志向の者の比率自体は低くなっている。

過疎地域においても，性別と理想の居住地との関連はみられた。「都心部」と

回答した女性の比率は２２．３９％で，ほぼ大洲市と同じであった。しかし特徴的

都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

男性 ２６（１１．７） ４３（１２．９） ５０（１６．２） １８０（５８．３） ３０９

女性 ８０（２２．３） ３８（１０．６） ３９（１０．９） ２０２（５６．３） ３５９

計 １１６（１７．４） ８１（１２．１） ８９（１３．３） ３８２（５７．２） ６６８

都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

男性 ４３（１５．７） ７７（２８．１） ４０（１４．６） １１４（４１．６） ２７４

女性 ９９（２９．９） ７１（２１．５） ４３（１３．０） １１８（３５．６） ３３１

計 １４２（２３．５） １４８（２４．５） ８３（１３．７） ２３２（３８．３） ６０５

表１１ 四国中央市：性別×理想の居住地：人（％）

p＜０．０５

表１３ 過疎地域：性別×理想の居住地：人（％）

p＜０．０５
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なのは，都市部と異なり，女性でも理想居住地を「田園地帯」と回答する人の

比率が５０％を上回ることである。

このように，すべての地域で性別と理想の居住地との間に関連がみられ，女

性の方が男性よりも街なか居住志向をもつ人の比率が高かった。次に，年代と

の関連はどうであろうか。松山市では，年代と理想の居住地との間に関連はみ

られなかった。しかし，性別・年代と理想の居住地との３重クロス集計をして

みると，女性で関連がみられた。２０代と７０代において，街なか居住志向の者

都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

２０代 １２（１５．８） ２６（３４．２） １９（２５．０） １９（２５．０） ７８

３０代 ２２（１７．６） ４７（３７．８） ３３（２６．４） ２３（１８．４） １２５

４０代 １９（１６．７） ４３（３５．５） ３１（２５．６） ２８（２３．１） １２１

５０代 ２６（１６．９） ４８（３１．７） ４７（３０．５） ３３（２１．４） １５４

６０代 ２８（１５．２） ４５（２９．８） ４３（２８．５） ４０（２６．５） １５１

７０代 ２７（２３．３） ３９（３３．６） ２９（２５．０） ２１（１８．１） １１６

計 １２９（１７．４） ２４８（３３．４） ２０２（２７．２） １６４（２２．１） ７４３

都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

２０代 １１（２２．４） １７（３４．７） １３（２６．５） ８（１６．３） ４９

３０代 １５（１８．１） ２８（３３．７） ２３（２７．７） １７（２０．５） ８３

４０代 １３（１７．１） ２５（３２．９） ２０（２６．３） １８（２３．７） １５９

５０代 １８（１８．４） ３４（３４．７） ３１（３１．６） １５（１５．３） ９８

６０代 ２１（１９．３） ３０（２７．５） ３１（２８．４） ２７（２４．８） １０８

７０代 ２０（３１．７） １８（２８．６） １５（２３．８） １０（１５．９） ６２

計 ９８（２０．５） １５２（３１．８） １３３（２７．８） ９５（１９．９） ４７８

表１４ 松山市：年代×理想の居住地：人（％）

表１５ 松山市－女性：年代×理想の居住地：人（％）

p＜０．０５
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の比率が高かった。このことを分析した結果，高齢者層の利便性の希求から出

た街なか居住志向を「地方都市型街なか居住志向」，若い女性層にみられる街

なか消費と関連した志向を「都市消費型街なか居住志向」としたことは，すで

に述べた。松山市でみられた，この高齢女性層と若年女性層の街なか居住志向

が他の地域でもみられるかどうかをみていきたい。

西条市では，年代と理想の居住地との間に関連はなく，女性のみでみても年

代との関連はみられなかった。

都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

２０代 １０（２３．８） １１（２６．２） ５（１１．９） １６（３８．１） ４２

３０代 １９（２８．４） １７（２５．４） ４（ ６．０） ２７（４０．３） ６７

４０代 １６（２０．５） ２０（２５．６） １１（１４．１） ３１（３９．７） ７８

５０代 ２３（１９．３） ２１（１７．６） ２１（１７．６） ５４（４５．４） １１９

６０代 ２８（２０．０） ２３（１６．４） １９（１３．６） ７０（５０．０） １４０

７０代 ４０（２５．５） ３１（１９．７） １９（１２．１） ６７（４２．７） １５７

計 １３６（２２．６） １２３（２０．４） ７９（１３．１） ２６５（４３．９） ６０３

都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

２０代 ７（２６．９） ５（１９．２） ３（１１．５） １１（４２．３） ２６

３０代 １１（２７．５） ９（２２．５） ３（ ７．５） １７（４２．５） ４０

４０代 １１（２５．０） １１（２５．０） ７（１５．９） １５（３４．１） ４４

５０代 １３（２２．４） １０（１７．２） ９（１５．５） ２６（４４．８） ５８

６０代 ２１（２６．９） ９（１１．５） １２（１５．４） ３６（４６．２） ７８

７０代 ２８（３１．５） １４（１５．７） １１（１２．４） ３６（４０．４） ８９

計 ９１（２７．２） ５８（１７．３） ４５（１３．４） １４１（４２．１） ３３５

表１６ 西条市：年代×理想の居住地：人（％）

表１７ 西条市－女性：年代×理想の居住地：人（％）
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都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

２０代 １７（３７．０） １０（２１．７） ６（１３．０） １３（２８．３） ４６

３０代 １６（２６．２） １２（１９．７） １０（１６．４） ２３（３７．７） ６１

４０代 ２７（３３．３） １８（２２．２） ８（ ９．９） ２８（３４．６） ８１

５０代 ２４（１７．９） ３８（２８．４） １９（１４．２） ５３（３９．６） １３４

６０代 ２７（１７．９） ４１（２７．２） ２３（１５．２） ６０（３９．７） １５１

７０代 ３１（２３．３） ２９（２１．８） １７（１２．８） ５６（４２．１） １３３

計 １４２（２３．４） １４８（２４．４） ８３（１３．７） ２３３（３８．４） ６０６

都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

２０代 １０（３８．５） ５（１９．２） ４（１５．４） ７（２６．９） ２６

３０代 １１（３２．４） ６（１７．６） ５（１４．７） １２（３５．３） ３４

４０代 ２２（４０．７） １４（２５．９） ３（ ５．６） １５（２７．８） ５４

５０代 １７（２５．８） １８（２７．３） １０（１５．２） ２１（３１．８） ６６

６０代 １６（１９．８） １７（２１．０） １３（１６．０） ３５（４３．２） ８１

７０代 ２３（３２．９） １１（１５．７） ８（１１．４） ２８（４０．０） ７０

計 ９９（２９．９） ７１（２１．５） ４３（１３．０） １１８（３５．６） ３３１

表１８ 四国中央市：年代×理想の居住地：人（％）

表１９ 四国中央市－女性：年代×理想の居住地：人（％）

四国中央市でも，年代と理想の居住地との間に関連はなく，女性のみでみて

も年代との関連はみられなかった。

大洲市では，年代と理想の居住地との間に関連はなく，女性のみでみても年

代との関連はみられなかった。女性で「都心部」と回答した人の傾向をみると，

大洲市では２０代（３５．０％）・３０代（３６．６％）と，他の年代よりも高い比率を示

している。比較的若い女性層に街なか居住志向があるようにみえる。

過疎地域では，年代と理想の居住地との間に関連はなく，女性のみでみても

年代との関連はみられなかった。ここでも，女性で「都心部」と回答した人の
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傾向をみると，３０代（４０．０６％）が，他の年代から突出して高い比率を示して

いる。大洲市と異なり，２０代女性には顕著な街なか居住志向はみられなかっ

た。これは，過疎地域の若い女性層で街なか居住志向をもつような人は，進学

や就職などですでに他出しているからではないかと考えられる。３０代女性で，

街なか居住志向が急増するのは，都市部に他出していた人が帰郷する事例や，

結婚などで他の地域から移動してきた人などが，この年代に現れるためではな

いかとの推測が成り立つ。

過疎地域や大洲市の場合，松山市のような高齢層の顕著な街なか居住志向と

いうものはみられなかった。「田園地帯」を選択する高齢層が半数を超え，住

都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

２０代 １０（３２．３） ７（２２．６） ４（１２．９） １０（３２．３） ３１

３０代 １８（２５．７） １３（１８．６） １４（２０．０） ２５（３５．７） ７０

４０代 １７（１７．９） １９（２０．０） １８（１８．９） ４１（４３．２） ９５

５０代 １７（１５．３） ２２（１９．８） １９（１７．１） ５３（４７．７） １１１

６０代 ２３（１６．０） ２８（１９．４） ３０（２０．８） ６３（４３．８） １４４

７０代 ３２（２１．８） ２４（１６．３） １３（ ８．８） ７８（５３．１） １４７

計 １１７（１９．６） １１３（１８．９） ９８（１６．４） ２７０（４５．２） ５９８

都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

２０代 ７（３５．０） ２（１０．０） ３（１５．０） ８（４０．０） ２０

３０代 １５（３６．６） ６（１４．６） ６（１４．６） １４（３４．１） ４１

４０代 ８（１５．７） ９（１７．８） １１（２１．６） ２３（４５．１） ５１

５０代 １１（１９．０） １３（２２．４） １１（１９．０） ２３（３９．７） ５８

６０代 １７（２１．２） １４（１７．５） １４（１７．５） ３５（４３．８） ８０

７０代 ２０（２５．６） １３（１６．７） ６（ ７．７） ３９（５０．０） ７８

計 ７８（２３．８） ５７（１７．４） ５１（１６．５） １４２（４３．３） ３２８

表２０ 大洲市：年代×理想の居住地：人（％）

表２１ 大洲市－女性：年代×理想の居住地：人（％）
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み慣れた土地で生活を選好しているようであった。このことに関して平修久

は，都市の「コンパクト化は，住宅や土地の放棄を伴う。このことは金銭的な

損失ばかりでなく，人生の記憶を捨てるという精神的ダメージを発生させる。

特に，高齢者にとって住み慣れた家から離れることには抵抗が大きい」（平，

２００５）と述べており，農村地域の高齢層には平の指摘するような状況が，現に

存在するようである。

四国中央市調査のみ，自動車の運転状況を尋ねている。約８割の人が，自動

車を「自分で運転する」と回答しており，「利用していない」という人は約５％

にとどまった。この運転状況と理想の居住地との関連をみると，カイ２乗検定

都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

２０代 ３（ ９．４） ２（ ６．２） ７（２１．９） ２０（６２．５） ３２

３０代 １４（２７．５） ６（１１．８） ８（１５．７） ２３（４５．１） ５１

４０代 １３（１６．０） １１（１３．６） １０（１２．３） ４７（５８．０） ８１

５０代 ２４（１５．６） １７（１１．０） ２０（１３．０） ９３（６０．４） １５４

６０代 ３７（１９．８） １８（ ９．６） ２３（１２．３） １０９（５８．３） １８７

７０代 ２６（１５．６） ２７（１６．２） ２１（１２．８） ９３（５５．７） １６７

計 １１７（１７．４） ８１（１２．１） ８９（１３．２） ３８５（５７．３） ６７２

都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

２０代 ２（ ９．１） ２（ ９．１） ４（１８．２） １４（６３．５） ２２

３０代 １２（４０．０） ４（１３．２） ２（ ６．７） １２（４０．０） ３０

４０代 １０（２０．４） ８（１６．３） ５（１０．２） ２６（５３．１） ４９

５０代 １９（２４．７） ８（１０．４） ７（ ９．１） ４３（５５．８） ７７

６０代 ２２（２３．２） ４（ ４．２） １２（１２．６） ５７（６０．０） ９５

７０代 １５（１７．４） １２（１４．０） ９（１０．５） ５０（５８．１） ８６

計 ８０（２２．３） ３８（１０．６） ３９（１０．９） ２０２（５６．３） ３５９

表２２ 過疎地域：性別×理想の居住地：人（％）

表２３ 過疎地域－女性：年代×理想の居住地：人（％）
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の結果，５％水準で有意であり，関連がみられた。自動車を「利用していない」

という人は少数なのだが，その人たちの間では街なか居住志向が顕著に高まる

（４７．１％）ことがわかった。このことは，地方での街なか居住志向が，利便性

への欲求と結びつきが強いことを示しているといえる。

６ 女性優位の街なか居住志向

ここまで，松山市に現れていると考えた高齢女性層の「地方都市型街なか居

住志向」と若年女性層の「都市消費型街なか居住志向」が，他の地方都市にも

存在するといえるのかどうか，４地域の調査に基づいて検証してきた。

まず単純集計の結果を比較すると，松山市で最も多くの人から選択された

「閑静な住宅専用地域」（３２．４％）は，他の４地域では選択される比率が減少

し，「店舗や公共機関が集まっている都心部」と「自然がゆたかな田園地帯」を

選択する人の比率が高まる。街なかと田園地帯とに，理想の居住地が２極分化

する傾向がみられた。そして，その中でも田園志向がより強かった。これは，

都市規模が小さな地方小都市の住民や過疎地域にすむ人にとっては，街なかと

田園地帯の中間的な「閑静な住宅専用地域」「幹線道路に近い都市近郊地域」と

いう居住様式が想起しにくかったのが一因なのではないかと思われる。

また，どの都市・地域でも，その地域の中核となる市街地がある区域の住民

に，街なか居住志向の比率が高かった。逆にいうと，２０００年代の市町村合併

で市域に含まれた地域では，田園志向が強く，結果的に地域全体の田園志向の

都心部 住宅専用 都市近郊 田園地帯 ％の基数

自分で運転する ９７（２０．６） １１９（２５．３） ６９（１４．６） １８６（３９．５） ４７１

家族の運転に同乗 ２７（２７．６） １８（１８．４） １３（１３．３） ４０（４０．８） ９８

利用していない １６（４７．１） １０（２９．４） ２（ ５．９） ６（１７．６） ３４

計 １４０（２３．２） １４７（２４．４） ８４（１３．９） ２３２（３８．５） ６０３

表２４ 四国中央市：自動車の運転の有無×理想の居住地：人（％）

p＜０．０５
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比率を押し上げる形となっている。

松山をはじめとする愛媛県５地域の調査から共通していえるのは，女性にお

いて男性よりも街なか居住志向をもつ人の比率が高いということである。その

中で，西条市・四国中央市・大洲市では，２０代・３０代女性で街なか居住志向

が強かった。これはやはり，女性の方が都市型の消費や娯楽を，男性よりも求

めているということであろう。これらの地域は，大学や短大が市内になく，進

学で都市部に他出した経験をもつ女性も多いと考えられる。そのような経験が

街なか居住志向を形成する１つの要因になっているのではないだろうか。過疎

地域の女性では，３０代女性において街なか居住志向が突出していた。これ

は，５節にて既述のような事情があるのではないかと考えられた。

次に，各都市の７０代女性の「都心部」の回答率をみてみると，松山市

（３１．７％）・西条市（３１．５％）・四国中央市（３２．９％）・大洲市（２５．６％）・過疎

地域（１７．４％）となっている。一方，同じ７０代女性で「田園地帯」を選択し

た人の比率は，松山市（１５．９％）・西条市（４０．４％）・四国中央市（４０．０％）・

大洲市（５０．０％）・過疎地域（５８．１％）であった。さすがに小規模都市の大洲

市や過疎地域では，高齢女性層の街なか居住志向は弱まり，住み慣れた田園地

帯での生活を志向する人々が多数派となっている。しかし，西条市・四国中央

市では，「都心部」を選択した７０代女性の比率が，松山市とほぼ同じで約３０％

であった。人口１０万人規模の都市になると，高齢女性層の街なか志向が強まっ

ている。また，松山市では利便性に劣る「田園地帯」という回答が，７０代女

性で少なくなるのに対し，西条市・四国中央市では「田園地帯」という回答が

約４０％を占めている。ここに，県庁所在地級の都市と人口１０万人前後の小都

市との差異が存在する。郊外住宅地の存在する県庁所在都市と周辺部に農村地

帯を抱え込んでいる小都市との違いであろう。

京阪神大都市圏の現状を前提にして広原盛明は，「女性の社会進出が一般化

することによって，職住分離の弊害を職住近接・結合によって克服し，かつ都

心に集積されている都市文化を享受しようとする『アーバンライフ志向』（職
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住余暇結合型都市生活様式）の新しいワークライフスタイルが出現したことで

ある」と述べている（広原・高田・角野・成田編，２０１０，P．１９）。大都市圏ば

かりではなく，地方都市においても２０代を中心とした若い女性に都市的な生

活環境や消費様式に魅力を感じる人々が現れてきていることが，今回の一連の

調査によってわかった。高齢層の街なか志向もあわせ，潜在的に街なか居住を

望んでいる人は女性に多いのが地方都市である。こうしたことを考えあわせれ

ば，地方都市における中心市街地の活性化や再開発の計画策定に，女性の発想

や視点を活かしていけるような仕組みづくりが，今後必要とされるであろう。

都市的な文化やサービス，娯楽に敏感で，それを享受しようという意欲が旺盛

な女性に支持される中心市街地のまちづくりが求められてきているといえよ

う。

注

１）この調査に基づく論考は（市川，２００９）として，すでにまとめられている。

２）例えば（井上，２０１０）等参照。
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